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兼業には企業の明確なルールが重要

兼業とは、本業と同程度の収⼊や労働時間を要する仕事を掛け持ちして⾏う働き⽅で、副業よりも責任や負担が⼤きく、本格的な働き⽅と
いえます。ただし、「兼業」と「副業」に法律上の明確な定義はなく、実際には企業や個⼈の判断で使い分けられています。

企業が従業員の兼業を認める場合は、就業規則や社内ルールを明確にしておかないと、労務トラブルや情報漏洩といったリスクを招く恐れ
があります。

許可制の導⼊
無制限な兼業を防ぐため、事前の届け出‧許可制を導⼊し、業務内容や労働時間、勤務先の確認を⾏うことが基本です。

‧

禁⽌の範囲を明確化
競合他社での勤務や、本業に⽀障を及ぼす深夜業務などは、就業規則で禁⽌できます。法律上も、業務に⽀障が出る兼業については企業が制限をかけ
ることが可能です。

‧

秘密保持‧競業避⽌義務
企業の機密情報を外部に持ち出さないよう、秘密保持契約の締結や、競合⾏為の禁⽌について明記する必要があります。

‧

職務専念義務の確認
本業の就業時間中は、⾃社業務に専念することを求める義務も規定します。

‧
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給与計算‧労務管理上の注意点

兼業が認める場合でも、企業は労働時間や賃⾦の管理に注意が必要です。特に労働基準法に基づく「労働時間の通算」と「割増賃⾦」に関
する理解が⽋かせません。

労働時間の通算義務
複数の会社で働く場合、1⽇の労働時間は合算されます。例えば、A社で6時間、B社で4時間働いた場合、10時間労働とみなされ、8時間を超えた2時間
分は時間外労働として扱われます。

‧

割増賃⾦の⽀払い責任
法定労働時間を超えた分の割増賃⾦は、後から雇った会社に⽀払い義務が⽣じます。企業は他社での勤務時間を従業員から報告してもらう必要があり
ます。

‧

社会保険や税⾦の処理
複数の収⼊源がある場合、従業員に確定申告が必要になることもあります。住⺠税の通知から兼業が発覚する場合もあるため、申告の整合性にも注意
が必要です。

‧

兼業は柔軟な働き⽅を実現する⼀⽅で、企業にとってはリスク管理と制度設計が重要です。就業規則の整備と、給与‧労働時間の適正な管
理により、信頼関係を保ちながら健全な運⽤が可能になります。


